































































































































































































































































































































































































































家族問題援助 103 161 46



















⑥地域活動 日常生活援助 517 488 181
その他 461 221 84
合 計 82051002011228
るという環境上の工夫も行った。チームでは，チー
ムごとにミーティング行い課題を検討するようにし
た。またチーム内で年間目標を立て，部門目標に照
らし合わせてチーム目標を立て，それを個人目標に
も反映させるようにした。その他，それまで経験年
数の長い医療ソーシャルワーカーがひとりで振り分
けをしていた「ケース依頼書」についても，リーダー
と共に分けるようにして，チームメンバーの力量等
をリーダーが把握することで，チームがひとつの組
織として動くようにした。
実際，チーム制がどのような効果を及ぼしている
のか，チーム制導入後半年が経過した2010年10月
に6名の医療ソーシャルワーカーへアンケートを実
施した。方法はアンケート用紙を配布，無記名にて
回答してもらった上で回収をした。
質問内容は「ケース対応をして困った時に相談する
相手」「チーム制を導入してどう思うか」「チーム制
にして相談・報告に変化はあったか」「チームミー
ティングについて思うこと」という項目で構成をし
た。
「ケース対応時の相談相手」については全員がチー
ムメンバーと回答しており，日々の相談相手はチー
ムリーダーに相談・報告していることがわかった。
また「チーム制導入」に関しては「導入してよかっ
た。」と全員が答えた。経験年数が5年以下の比較
的短い医療ソーシャルワーカー4人のうち3人が
「相談・報告がしやすくなった。」と回答しチーム制
が定着していることがわかった。またチームリーダー
の記述からは｢後輩の目標を知り，指導がしやすく
なった｣と自らも人材育成を行う立場であると自覚
した意見も見られるようになり，運営管理に一定の
効果を感じることができた。しかし一方で「自分の
チームの活動状況は理解していても，もう一方のチー
ムの活動内容がわかりにくい」という意見もあり，
運営管理の方法についてさらに考えていく必要があ
ると感じた。
Ⅴ Ａ病院におけるソーシャルワーク運営管
理の今後の課題
以前から医療ソーシャルワーカー業務において，
運営管理がされていなかったわけではないが，Ａ病
院においてより運営管理を意識した業務を行うよう
になった背景には次のことがあげられるだろう。
2007年12月公布の「社会福祉法及び介護福祉士
法等の一部を改正する法律」において「介護・福祉
ニーズの多様化・高度化に対応し，人材の確保・資
質の向上を図ること」を背景に資質向上の責務が追
加され，資格取得後の自己研さんが求められており，
国民のニーズへの対応として明記されている。また
一方，2010年「診療報酬改定の基本指針」におい
ても4つの視点のひとつに「医療と介護の機能分
化と連携の推進を通じて，質が高く効率的な医療を
実現する視点」として質の高いサービスを国民が受
けるための医療機関等の連携や医療関係職種間の連
携強化についても記載されている。質の高いサービ
スをけることは，国民の当然の権利として考えれて
いる。
また，ある一定の質を担保することは，専門職と
して業務を行う上では必要であり，患者・家族が安
心して療養していく上で必要なことである。A病
院では医療ソーシャルワーカー全体，あるいはチー
ム等のミーティングを定期的に行い，情報共有をす
ると共に，運営管理をする立場の医療ソーシャルワー
カーで協議する機会を増やしている。室長・主任は
毎週1回定期的にミーティングを開催し，情報共
有と医療福祉相談室のあるべき姿についての意思統
一の機会を意図的に設けている。またリーダーふた
りを加えたミーティングについても隔週1回，チー
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図－1 Ａ病院地域福祉連携室組織図
ムの活動状況報告を聞き，そこから出てきた課題を
協議している。その他，毎日の申し送りでは十分協
議することができないケースは，「症例検討」を随
時実施し，基本的な援助方針の確認をして質や援助
方針の統一をはかるようにしている。日々の煩雑な
業務の中でミーティング等に時間をかけている理由
には，日々内容も様々な相談が寄せられる医療機関
の部門として，まずは部署内のチームワークが大切
であり，質の維持・向上を目指す必要があるためで
ある。現在，A病院の課題としては医療ソーシャ
ルワーカーの教育である。経験年数が3年以下の
医療ソーシャルワーカーが3名おり，教育実践を
していく上ではただ「見て覚える」というものでは
なく，他職種が行っているように個々人の能力に応
じた研修計画をつくっていく必要がある。ひとりが
新人医療ソーシャルワーカーを育てるのではなく，
それぞれの経験年数に応じた立場で，分野を決め責
任をもって伝えることで職場として育てていくこと
が必要になっている。また今年度から事例を通じて
医療ソーシャルワーカー自身が自己成長できるよう，
経験年数の長い，管理的立場の医療ソーシャルワー
カーが希望する医療ソーシャルワーカーに対して
「職場内スーパービジョン」についても行うことも
予定している。
医療機関において，医療ソーシャルワーカーが所
属する医療福祉部門はサービス部門と捉えられる。
サービス部門の特徴は他の分野で生み出された余剰
の利益で運営されている。Ａ病院においても医療や
接遇に関する苦情相談の窓口は医療ソーシャルワー
カーも担っている。このサービス部門が機能してい
なければ，病院全体の質を高めることはできず，機
関の発展にはつながらないだろう。
A病院においては移転・統合という機会により
倍以上の数に変わったという職場環境上理由も加わ
り，運営体制を必然的に見直すきっかけとなった。
その時々の医療情勢や社会情勢に応じて運営管理体
制について検討していくことが必要である。
Ⅵ まとめ
社会福祉運営管理は，社会福祉政策も含む広義と
社会福祉施設の運営管理である狭義と理解されてき
た。社会福祉基礎構造改革が進む中み，行政処分で
ある措置制度から，契約を主体とする利用制度へと
変革した。その中で社会福祉サービスは，社会政策
から非営利組織をとおして供給されるものではなく
なってきているといえる。
このことは，非営利組織だからそこから供給され
るサービスであり，画一的で一方的なサービス提供
というのではなく，例え営利組織であっても，基準
さえ満たしていれば許可制度の中で福祉サービスが
供給される。利用者はそのサービスを，契約でもっ
て利用するという形態に変化している。このことは，
どのような組織であるかではなく，何をして，どの
ような成果をあげているかとぴう問題に変化してい
るといえる。
社会福祉サービスの利用は，単一の施設の中で，
同じサービスが提供されるという施設中心主義のサー
ビス供給体制から，地域を基盤に多様なニーズに対
して，多様な供給主体から，多様なサービスが供給
されるというサービス多元主義のサービス供給体制
に変化している。
ソーシャルワークは，施設や組織に少数配置され，
サービスの量・質ともに，利用者のニーズに応えら
れるものではなく，施設や組織の機能として提供さ
れるものであった。サービス多元主義のサービス提
供体制では，ニーズに合わせて様々なサービス提供
機関と連携・協働が求められ，複数のソーシャルワー
カーが，コーディネータ役としても施設や組織に配
置されるようになってきた。
P.F.ドラッカ （ー2001）は，新しいニーズの出現
はマネジメントの必要性を飛躍的に高ているとし，
多元社会は公的部門も含めて，様々な組織のマネジ
メントを必要としている。また，経済活動の余剰で
賄われるサービス部門が成果を上げることは可能で
あると指摘している。このことを社会福祉サービス
に置き換えてみると，社会福祉施設が単なる社会福
祉サービス供給機関ではなく，様々なニーズにこた
えてサービスをマネジメントしたうえで提供する多
様なサービス提供機関の1つであるとすると，ソー
シャルワークの業務は，連携や調整を主体とするコー
ディネートがその主体となってくる。
医療機関でのソーシャルワークの提供は，医療機
関のサービス提供の目的が医療の提供であるが，疾
病を原因とした生活問題を医療の専門家だけでは担
えないという問題を解決するために，近年医療ソー
シャルワーカーを配置する病院が増え，その配置員
数も複数配置へと増加している。
ソーシャルワークを単なる個人の技術として捉え
ソーシャルワークと組織の運営管理
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ていては，組織としてのサービスの質を担保するこ
とが不可能になってきている。組織的な運営管理が
不可欠となってきてており，利用者のニーズによる
必要と，ソーシャルワーカーのニーズである個人の
成長と組織としての質の担保という必要が，医療の
提供という目的に対して，社会福祉サービスである
ソーシャルワークの提供の質を担保する必要になっ
ていると考えられる。
ソーシャルワーカーとしての社会福祉運営管理は，
社会福祉サービスが公的なものと捉えられていた期
間が長く，効率や質ではなく，サービスが存在する
ことに重きが置かれていた。社会の変革と，社会福
祉の基礎構造改革により，社会福祉サービスの効率
と質が問われるようになり，ソーシャルワークはそ
の管理運営を，これまで以上に必要とされる専門職
となっていると考えられる。職場や組織で培ってき
た経験知などを，質の担保をしながらどのように伝
えていくかという課題が大きくなってきている。
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